
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 34,475 25,320 24,633 11,020

事業費

の内訳

令和3年度決算

○防災行政無線を構成する移動局無線機の更新整備
・携帯型無線機購入：１５，７４８千円
・防災行政無線用空中線購入、交換：２，３６０千円
・バッテリーの購入：２，２０５千円

令和4年度予算

○空中線及び無線機バッテリーの更新整備
・防災行政無線用空中線購入：３，９００千円
・バッテリーの購入２，８００千円

人工 0.6 0.6 0.6 0.6

人件費 4,320 4,320 4,320 4,320

事業費 30,155 21,000 20,313 6,700

うち特定財源 19,000 14,000 13,000 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

災害対策基本法
電波法

他都市の状況

現行のデジタル式防災行政無線の更新は、本市が最初に更新時期を迎えているところであり、他都市も順次、デ
ジタル式防災行政無線に更新している。

実施結果

移動無線機等の耐用年数や新規格への移行を考慮して更新を実施した。

事業実施における
工夫点

既存の無線機器の今後の調達見通しや無線機器の耐用年数、新規格への移行などを考慮した更新計画に基づ
き更新を実施した。

対象者 職員及び市民等 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

整備計画に基づき整備することで、システムの安定稼働と災害時の円滑な通信体制を確保する。

長期

同上

取組内容

災害発生時に避難場所や防災関連機関との情報連絡体制を確保するため整備している防災行政無線を構成す
る移動局無線機について、耐用年数、新規格への移行を考慮した更新を行う。
なお、次期基地局更新に合わせた移動局更新計画の見直しを行った。
①携帯型無線機（機器の製造）
②空中線（購入）
③無線機バッテリー（機器の製造）
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ○ 現状維持 ● 休止・廃止

○ 拡充 ○ 現状維持 ● 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
無線機器の安定的な更新が行えたため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

令和９年度頃に無線システムの全面更新を予定していることから、現行の無線機器の調達については、令和
４年度が最後となっている。

予算
当事業についての予算は要求しない。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

なし

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

現無線規格に対応した無線機等を競争入札により調達しており、適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

機器の定期的な更新により、防災行政無線の維持ができている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

防災行政無線の維持に必要な機器の確保及び機器更新ができている。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

導入から１０年を経過した無線機を毎年更新しており、適切である。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名 既存無線更新のため、受益者への成果を指標とするのは困難

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

更新なし

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 移動局無線機の更新

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

55局更新 40局更新 40局更新


